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必要とされる全員参加
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年齢別人口の将来推計

内閣府『男女共同参画白書』平成23年版

65歳以上人口が15－64歳人口に占める比率
2000：25% → 2050: 74%

Imrohoroglu, Kitao and Yamada (2015)
社会保障費の増大で政府債務のGDP比率は
2050年には375%に拡大。

提案されている解決策
－消費税の増税
－年金支給開始年齢の引き上げ
－女性就業率・正社員比率の男性並み
引き上げ



進まない日本での女性の活躍
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OECD諸国の女性（25～54歳）の就業率

内閣府『男女共同参画白書』平成23年版



進まない女性の活躍
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女性の年齢階級別労働力率（国際比較）

内閣府『男女共同参画白書』平成23年版



まだ低い女性の相対賃金
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厚生労働省「賃金構造基本調査」 所定内給与／所定内労働時間の女性／男性比率



国際的に見ても低い女性の相対賃金
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女性において高い非正社員比率

7厚生労働省派遣・有期労働対策部企画課資料 「非正規雇用の現状」 平成24年9月



賃金分布のどこで男女差があるのか？

• 男性と女性それぞれの賃金分布の上位X
パーセントをXパーセンタイルという。
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女性の賃金分布 男性の賃金分布

10％タイル 10％タイル



賃金分布のどこで男女差があるのか？

9

日本女子大学原ひろみ准教授による2006-2010賃金構造基本統計調査による常用一般労働者に関する計算。
ボーナスが含まれているため先の結果と数字が異なる。

パーセンタイル

各パーセンタイルにおける男女賃金差（おおよそ比率）



日本の労働市場における男女差の現状
• 日本の25－54歳女性の就業率は7割で男女の就業率差
が大きい。

• 30歳代で就業率が60％代に低下（いわゆるM字カー
ブ）。

• 男女の賃金差は平均で30％。国際的に見ても大きい。
• 賃金差の一部は女性に非正社員が多い（35歳以上では
半分以上）ことで説明できる。

• 子育てが落ち着き労働市場に戻る際に非正社員化する
傾向がある。

• 正社員の中でも男女間賃金格差は3-4.5割前後。特に
上位層で差が大きい。

• 「ガラスの天井」の存在が示唆される。
• 賃金分布の中下位層でも男女間賃金格差は大きい。
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社会の課題
• 日本社会全体の視点
ー高齢者依存率が
75％に向かう中、い
かに社会保障を維持
するか？
ー移民の大量受け入
れの実現？
ー高齢者の雇用延
長？75歳まで働く？
ー女性就業率の向上
と賃金向上？
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企業の課題
• いかにして優秀な
人材を確保してい
くか？

• 優秀な女性の採用
とリテンション・
登用。

• 女性がフルタイム
就業を続けるよう
になると、男性の
働き方も変わる。
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何が労働市場における男女差の原因か？

• 観察される男女差≠男女差別

• 生産性の男女差
ー教育年数差・勤続年数差
ー家事負担の男女差と性別役割分業
ー出世競争への参加意欲の男女差

• 労働市場における女性差別
ー雇用主・同僚・消費者の嗜好による差別
ー統計的差別
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男性と女性の教育年数差
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25－29歳男性の学歴構成 25－29歳女性の学歴構成

Arai, Ichimura and Kawaguchi (2015)

女性の大卒者は増えつつあるがまだ男性のほうが多い。



男性と女性の平均勤続年数差

15
厚生労働省「平均勤続年数・管理職に占める女性割合・賃金等のデータについて（補足）」



教育年数差や勤続年数差で男女差は
説明できるか？

• 人的資本理論
ー労働者の生産性は技能蓄積の度合いで
決まる。
ー技能は学校でも身につくし、仕事をし
ながらでも身につく。

• 教育年数の違いや勤続年数の違いは持っ
ている技能の違いを反映している。

• しかし、これらの要因で説明できる男女
間賃金格差は格差全体の半分程度。
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教育水準や勤続年数で賃金差は
説明できるか？
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男女賃金差全体

教育・年齢・勤続年数では説明のつかない男女賃金差

教育・年齢・勤続年数で説明のつく男女賃金差

日本女子大学原ひろみ准教授による2006-2010賃金構造基本統計調査による常用一般労働者に関する計算。
ボーナスが含まれているため先の結果と数字が異なる。



統計には表れにくい生産性格差

• 育児や介護に代表される家事負担の男女差。

• 育児や介護を多く分担する女性は、勤務時間や日数が限
られる関係で、外部との調整が必要な仕事など責任があ
る仕事を任せられにくくなり生産性が下がる。
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男性と女性の時間利用比較

• 男性と女性で家事時間＋労働時間はほぼ同じ。

• 男性は労働時間に、女性は家事時間により多く時間を割
いている。

19



いまだに多い男性の長時間労働者
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平成27年度版『男女共同参画白書』



合理性のあった片働きシステム

• 長時間労働＋転勤ありの男性正社員を女
性専業主婦が支える男女間分業。

• 男女間分業を社会的に安定化させる社会
規範の存在。

• 男女ともにハッピー。

• だが、これからも維持可能か？
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男女に共通する性別役割分担意識
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アメリカにも根強く残る
性別自己規定

23Bertrand, Kamenica and Pan (2015)



性別役割分業を支える社会システム
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男性
長時間労働
転勤

女性
育児・介護ほか家事

性別役割分業に関する社会規範
保育施設などの不足

未婚化、少子化



男女の競争心の違い＝
男女生産性格差の発生原因

• 高校生を対象にした迷路を
使った実験

• 迷路を3分ずつ5回とかせ
る
1-出来高
2-4人のトーナメント
3-出来高
4-4人のトーナメント
5-出来高とトーナメント
の選択
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Okudaira, Kinari, Mizutani, Ohtake and Kawaguchi (2014)



トーナメントの選択＝競争心
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競争心の性差も社会的構築物？

• Gneezy, Leonard and List (2009)

• タンザニアのマサイ族 父系社会

• インドのカシ族 母系社会 女性が家長とし
て家を継ぐ

• 実験 3メートル離れたバケツにテニスボー
ルを10回投げ入れる。出来高払いの場合は
入った回数×定額で報酬が決まる。競争的出
来高の場合は、ランダムに選ばれた相手より
も回数が多いときに入った回数×定額×3で
報酬が決まる。
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競争的出来高払いを選ぶ人の割合
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労働市場の男女差は生産性の違い？

• 教育年数、勤続年数の違い

• 育児・介護・その他家事負担の男女差

• 競争心の違い

などの要因で生産性に性差があることが
考えられる。しかし、それらの差は社会
的に作られた部分も大きい。
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労働市場における男女差別

• 差別の例：雇用主の嗜好に基づく差別
雇用主が女性に対して偏見を持っていてでき
れば女性を雇いたくないと思っている。

• 差別的な雇用主が労働市場に多いと、女性へ
の労働需要が弱まり、女性賃金は低くなる。

• 女性に対して偏見を持たない雇用主は生産性
＝賃金の男性よりも、生産性>賃金の女性を
多く雇うことで高い利潤を実現できる。

• 偏見のない雇用主は高利潤を通じて、偏見の
ある雇用主を市場から駆逐する。

30



日本の労働市場における差別の実証研究

• Kawaguchi (2007)

• 経済産業省『企業活動基本調査』約
36,000社の1992, 1995-1999年のデー
タ

• 女性比率が10％上がると営業利益／売上
高比率は0.03%ポイント上がる（平均値
は2.42%）。

• 女性比率が高い企業が成長しているわけ
ではない。
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統計的差別の理論

• 雇用主・管理職は女性に対して偏見は持たない。
• 誰に大切な仕事な仕事を任せるかを決める際に、
長期的に安定して仕事をしてくれる人に頼む。

• 誰が長期的に安定的に仕事をしてくれるかを性別
や年齢から予測する。

• 結果的に若年女性は大切な仕事が任されにくくな
る。

• 中高年女性も若年期の経験不足から能力不足に。
• 仕事が任されない女性は先が見えなくなり、仕事
を辞める。雇用主・管理職は自分が正しかったこ
とを確認。→予言の自己成就
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これからどうするのか？

• 女性の活躍推進は日本社会にとっても各企業
にとっても不可避な要請。イデオロギーの問
題ではない。

• しかし、システム全体が社会規範や雇用慣行
も含めて相互補完性を持っているため、慣性
が働きやすい。変革はいうほどやさしくはな
い。

• 極めて難しい問題を解いていかなければなら
ないという認識がまず重要。

• 誰かが悪いから全体がうまくいかないという
犯人捜しの段階を抜け出すべき。
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現場レベルでは？

• 産休や育休を取る職員が出ると、その職
場の管理職や他の職員の負担が増える。
評価にも負の影響が出かねない？

• 代替職員の手配をスムーズにする全社的
な配慮が必要？課題解決にかかるコスト
はみんなで負担。

• さらに社会全体で考えると雇用保険によ
る負担の分散の仕方についても考えるべ
きか？
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